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日本ハムグループの概要

【設立年月日】 １９４９年５月３０日

【資本金】 ２４,１６６百万円（２００９年３月３１日現在）

【売上高】 １,０２８,４４９百万円（２００９年３月、連結）

【事業所】 工場：９５ヶ所、営業所：３３１ヶ所

研究所：２ヶ所（２００８年９月、連結）

【従業員数】 ２８，６３７名（２００９年３月、グループ合計）

【日本ハムグループの事業構成比（％）】（２００９年３月、連結）
※金額ベース
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日本ハムグループの事業領域

ハム･ソーセージの製造から始まった日本ハムグループの事業は、現
在では、多くの加工食品や水産品、乳製品など、お客様の食卓に上る
バラエティ豊かな食材や商品にまで広がりをみせています。

さらに、健康食品など新たな食の未来へ、私たちは、おいしさに「楽し
さ」「喜び」「健康」をプラスしていきます。
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日本ハムグループの商品・サービス（一部）
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環境宣言

21世紀を臨むに際して、最も重要な課題の一つが環境問題です。
今日、私達は地球という環境が作り出した自然の恵みと、文明の恩恵を十分に享受し、
豊かな社会に暮らしています。
しかし、この豊かさを支えるために、膨大な資源やエネルギーが利用され、消費され、
破棄されています。その結果、地球温暖化、酸性雨、オゾン層破壊といった人類の生
存基盤を脅かすような地球環境問題が論議されるようになってきました。
私達が行なう通常の事業活動や日常生活においても、地球環境に配慮した行動が求
められます。私達は、私達の子供達に美しい地球を残さなければなりません。
日本ハムグループは「幸せな食創り」を基本テーマとし、世界中の人達に縁を拡げ、
すべての人達が健康で幸福な生活をおくることに貢献してきました。
私達、日本ハムグループが、この環境問題に取り組むことは、企業としての責任であり
使命であると思います。ここに、日本ハムグループは、自然のいとなみを尊重し、企業
活動において環境との調和、環境へのやさしさを実現してゆくことを経営課題の一つ
に揚げます。環境問題への理解を深め、一人一人が、業務の中でまた日常の生活の
中で環境へのやさしさを実践して頂くことを日本ハムグループの全員に対して要望致
します。

平成１０年４月
日本ハム株式会社
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環境憲章

環境理念
日本ハムグループは、自然の恵みに感謝し、美しい地球を次世代に残
すことは私たちの責任であると考え、企業活動のあらゆる面で継続的に
環境保全に取り組みます。

環境行動指針
我々は、環境問題への理解を深め、一人一人の業務において、環境へ
のやさしさを実践します。
1. 環境・安全に配慮した商品・サービスの開発に努めます。
2. 省エネ・省資源・環境負荷低減に努めます。
3. 推進体制の整備や意識向上をはかり、環境管理システムの充実に
努めます。

4. 法規制の遵守はもとより必要に応じて自主基準を設定し、環境保
全水準の向上に努めます。

5. 環境保護活動を通して、地域社会との協調・融和に努めます。
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容器包装への取り組み －１

容器包装の本来持つ役割（保存性、形状保持など）を満たした上で、削
減する方法はないか？

石窯工房 フランスパンのピザ

トレーの廃止・・・・・・・・・・約１０ｇの容器包装削減
包装フイルムの削減・・・・包装フイルムサイズを縮小し、約２ｇ削減

※削減量は、何れも当社従来品比
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容器包装への取り組み －２

上級森の薫り ロースハム・ももハム・ベーコン

包装フイルムの使用量を１６％削減 包装フイルムの
使用量を１０％削減

※削減率は、何れも当社従来品比
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製 品

665千トン

事業活動と環境負荷（２００８年度、国内）

559 73 14
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私の事業所は？ 製品は？

集計・公表する「環境負荷量」はグループ全体や事業単位ごとに合計し
た数値が多くを占めていました。

素朴な疑問・・・

作業を工夫して廃棄物を減らすとどうなるのだろう？
商品のパッケージを変更するとどんな影響があるのだろう？
エコ・ドライブ運転するとどれだけ環境負荷が減るのだろう？

作業ごとや商品ごとなど、より小さな単位で活動の結果（成果）を
「見える」ようにすることが大切
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事業所ごとの環境情報を「見える化」

事業所ごとに、担当者が月間のエネルギー使用量や廃棄物の発生量
車両燃料使用量などを取りまとめ、データベースに入力。

データベースに入力されたデータを取り纏め、改善度や排出量に換算。
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エコリーフ カーボンフットプリント

オーストラリアで飼育した
牛を店頭に届けるまでの

環境負荷を算定

商品の環境情報を「見える化」
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ＬＣＡへの取り組み

２００７年度 環境ラベル「エコリーフ」で「牛肉」を対象としたＰＣＲの策定を実施。その後、「オーストラリ
ア産牛肉」について算定を行い、食品分野で初めてとなる、エコリーフの認定を受けました。

２００８年度 「 カーボンフットプリント制度の実用化・普及推進研究会」へ参加、エコプロダクツ展２００８
でのＣＦＰ算定商品展示に向け、活動しました。弊社は、ハム・ウインナー・ピザのＣＦＰ試行
算定結果を展示しました。

２００９年度 ２００８年度の研究会活動を受けて、「カーボンフットプリント制度試行事業」へ「ハム・ソー
セージ類」を対象とした活動を始めました。
１１月度の委員会にてＰＣＲの認定を受け、以後、商品のＣＦＰ算定を進め、２０１０年１月
ＣＦＰマークの使用許諾を得ました。
（対象商品は、森の薫り あらびきウインナー・ロースハム）

エコリーフへの
取り組み

ＣＦＰの試行
算定への
取り組み

商品への
ＣＦＰ表示
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牛肉 ( PSC No. CP-01 )

オーストラリア産牛肉１ｋｇ当たり

エコリーフへの取り組み －１
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エコリーフへの取り組み －２

算定データ収集の過程で、どこから・どのようなデータを収集し、どのよ
うに取り纏めるのか、また、負荷の大きな活動にはどのようなものがある
かなどの知見を得ました。

※詳細につきましては、社団法人産業環境管理協会のウエブサイトを
ご覧ください。
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カーボンフットプリントへの取り組み －１

ＰＣＲ（プロダクト・カテゴリー・ルール：商品種別算定基準）の原案策定

２００９年２月 平成２０年度「試行ＰＣＲ策定自主WG支援事業」に応募
ハム・ソーセージを対象としたＰＣＲ原案の策定を開始。

２００９年８月 ＰＣＲ原案作成計画を申請。（社）産業環境管理協会の
～１０月 指導を受け、ＰＣＲ原案の策定を実施。

２００９年１１月 「ハム・ソーセージ類」のＰＣＲが認定を受けた。

ＰＣＲ原案策定では、
１）ライフサイクル全段階で、どのような要因が大きな割合となるか
２）ＣＦＰを算定する際に、どのようなデータが収集可能で、収集困難な
データにはどのようなものがあるか

３）シナリオの適切性をどのように担保するか
などを考慮しながら策定すること、また、「試算」することも大切
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カーボンフットプリントへの取り組み －２

ＣＦＰの算定

１）認定されたＰＣＲを確認し、算定に必要な基礎データを収集する。
原材料の購入先、生産工場のエネルギー使用量・廃棄物発生量
商品の出荷先、ダンボールや包装フイルムの重量 ・・・・

２）「カーボンフットプリント算定結果・表示方法検証申請書」へ纏める。
集計したデータの対象期間、データの出典、計算のチェック
※提出前に社内で複数人によるチェックが必要

３） 事前検証
ＣＦＰ検証員により申請内容がチェックされます。
検証までの期間が短いため、スピーディーな対応が必要

４）検証
「適当」と判断されれば

商品に
ＣＦＰマークを

表示
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カーボンフットプリントへの取り組み －３

商品へのＣＦＰマーク表示とより詳細な情報の提供

１月１４日に「カーボンフットプリントホームページ」にて、詳細情報が公
開され、ウインナー・ロースハムへＣＦＰマークを表示した商品の展示を
を開始。２月１日より同商品の発売を開始しました。
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カーボンフットプリントへの取り組み －４

より詳細な情報をお客様へ

商品の発売に合わせて、カーボンフットプリントの情報をお知らせする
ため、携帯電話サイトをオープンしました。

商品の陳列に合わ
せてＱＲコードを表
示します。
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今後、私たちが取り組むこと

私たちが事業活動を営む中で、発生する環境負荷を減らしていくため
に、どのような施策をとれば、どれだけの負荷低減につながるのか。
カーボンフットプリントを定量化された指標のひとつとして捉える。

高効率な製造ラインを構築できないか。
商品の容器包装はどのようにあるべきか。
商品の輸配送はどのようにおこなうべきか。
・・・・・・・・・

見えたから分かること、見えたからできること

を考え、実行する。
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環境憲章

環境理念
日本ハムグループは、自然の恵みに感謝し、美しい地球を次世代に残
すことは私たちの責任であると考え、企業活動のあらゆる面で継続的に
環境保全に取り組みます。

環境行動指針
我々は、環境問題への理解を深め、一人一人の業務において、環境へ
のやさしさを実践します。
1. 環境・安全に配慮した商品・サービスの開発に努めます。
2. 省エネ・省資源・環境負荷低減に努めます。
3. 推進体制の整備や意識向上をはかり、環境管理システムの充実に
努めます。

4. 法規制の遵守はもとより必要に応じて自主基準を設定し、環境保
全水準の向上に努めます。

5. 環境保護活動を通して、地域社会との協調・融和に努めます。




